
 
 
 
 
 
 

被災された皆様へ心よりお見舞い申し上げます。私学事業団では、被災された皆様への支援策を全力で進めて

まいります。今後も適切な情報を速やかにお知らせしてまいりますので、どうぞよろしくお願いいたします。 
 

 

 

災害見舞金・災害見舞金付加金は、加入者（任意継続加入者を含む）やその被扶養者が、水震火災などの非常

災害にみまわれ、住居又は家財に損害を受けたときに、その損害の程度に応じてお見舞金として支給するもので

す。また災害見舞品は、災害見舞金付加金が支給される加入者に贈呈されます。なお、今回の地震で被災された

加入者には、災害見舞品に代え災害見舞金付加金の送金に併せて、自動的に現金３万円を支給します。 
【損害の程度と災害見舞金・災害見舞金付加金の額】 

損害の程度 災害見舞金  災害見舞金付加金 

① 住居及び家財の全部が焼失し、又は滅失したとき  
② 住居及び家財に①と同程度の損害を受けたとき 

標準報酬月額の３月分 

＋ 
支給される災害見舞金
の額の100分の60に相当
する金額 

③ 住居及び家財の２分の１以上が焼失し、又は滅失したとき  
④ 住居及び家財に③と同程度の損害を受けたとき  
⑤ 住居又は家財の全部が焼失し、又は滅失したとき  
⑥ 住居又は家財に⑤と同程度の損害を受けたとき 

標準報酬月額の２月分 

⑦ 住居及び家財の３分の１以上が焼失し、又は滅失したとき  
⑧ 住居及び家財に⑦と同程度の損害を受けたとき  
⑨ 住居又は家財の２分の１以上が焼失し、又は滅失したとき  
⑩ 住居又は家財に⑨と同程度の損害を受けたとき 

標準報酬月額の１月分 

⑪ 住居又は家財の３分の１以上が焼失し、又は滅失したとき  
⑫ 住居又は家財に⑪と同程度の損害を受けたとき 

標準報酬月額の0.5月分 

※住居又は家財に５分の１以上３分の１未満の損害を受けたときは、災害見舞金付加金（標準報酬月額の 0.5月分）のみ支給します。 
 

【床上浸水により損害を受け、上表により損害の程度を判定しがたいと認めたとき】 

浸水の程度 災害見舞金  災害見舞金付加金 

床上120cm以上の場合 標準報酬月額の１月分 
＋ 

支給される災害見舞金
の額の100分の60に相当
する金額 床上30cm以上の場合 標準報酬月額の0.5月分 

※床上浸水による浸水の程度が床上30㎝未満の場合は、災害見舞金付加金（標準報酬月額の0.5月分）のみ支給します。 
 
注：住居とは、加入者が、日常生活を送っている建物のことです（所有権の有無は関係ありません）。 
注：家財とは、住居以外の生活上必要な一切の財産のことです（加入者及び被扶養者の所有物、家族で共用している物に限り 

ます）。 
注：加入者と被扶養者が別居しているときは、被扶養者の住居又は家財も加入者の住居又は家財の一部として取り扱います。 
注：災害見舞金・災害見舞金付加金は、損害を補てんすることを目的とした給付ではないため、修理等により使用可能である

ものは損害とみなされません。 
 

【災害見舞金・災害見舞金付加金の請求に必要な主な書類】（この他にも書類が必要となる場合があります） 
 
 

 
 

 

●請求にあたって（ご注意ください） 
災害見舞金・災害見舞金付加金は、上表の損害の程度に応じて、それぞれ給付額を算定しますので、上表の損

害の程度に該当しない場合（床下浸水のみの場合等）は、給付が行われません。 
 

 
 

 
 

私学共済からのお知らせ 

給付の内容や請求方法などでご不明な点がある場合は、共済事業本部（短期給付課）又はガーデンパレス共済

業務課までお問い合わせください。 

住居や家財に損害を受けたとき－災害見舞金・災害見舞金付加金・災害見舞品－ 

① 災害見舞金・災害見舞金付加金請求書、災害状況明細書 
② 市区町村長又は消防署長の「り災証明書」 

令和８年熊本地震により被災された任意継続加入者の皆様へ 

（裏面もご覧ください） 
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● 被災によりマイナ保険証又は資格確認書等を紛失しても、病院や診療所で受診できます。 

医療機関の窓口で、①氏名 ②生年月日 ③連絡先(電話番号等) ④私学共済の加入者又は被扶養者であ

ることを申し出てください。 

また、資格確認書の再交付は、電話でも受け付けます（電話による受付は令和８年９月 30日まで）。 
 

● 次の（１）・（２）の両方に該当する方は、医療機関の窓口で対象者である旨を口頭で申し出ていただく

ことにより、加入者や被扶養者が、医療機関で受診した場合に窓口で支払う一部負担金について、支払いが

不要となります（被災した日から令和８年 11月30日までの受診分が対象です）。ただし、免除要件の確認

が必要となるため、後日、私学事業団に「一部負担金等免除申請書」を提出して「一部負担金等免除証明

書」の発行を受けてください。 

（１）災害救助法の適用市町村に住所を有する加入者・被扶養者 

（２）次の①～③のいずれかに該当する方 

① 今回の災害によって、住家が全半壊、床上浸水又はこれに準ずる被災をした 

② 今回の災害によって、主たる生計維持者が死亡又は重篤な傷病を負った 

③ 今回の災害によって、主たる生計維持者が行方不明となった 
 

 
 
 
 
 

 

 

記載事項の詳細等に係るお問い合わせ先 
◇日本私立学校振興・共済事業団 共済事業本部 

〒113-8441 東京都文京区湯島 1-7-5     ℡ 03-3813-5321（代表） 
◇福岡ガーデンパレス共済業務課  〒810-0001 福岡県福岡市中央区天神4-8-15 ℡ 092-752-0651 

マイナ保険証等や現金がなくても医療機関で受診できます 

この他にも令和８年熊本地震により被災された皆様への私学共済制度の取扱いを、私学共済ホームページ

（https://www.pmac.shigaku.go.jp）に掲載しています。トップページの「災害への対応（共済業務）」か

らお入りいただくか、「私学共済 災害への対応」で検索してください。 

https://www.pmac.shigaku.go.jp/

